










　本事件が発覚した契機は，2018 年 1 月に金沢国税局が原発関連業者を法人税法違反容
疑で調査したところ，架空の経費計上に関連して高浜町元助役の M 氏（2019 年 3 月死去）
への多額の支払いが判明し，その使途として関西電力幹部への金品提供を示すメモが発見




　M 氏は 1928 年生まれで，工業専門学校を卒業後，1949 年に京都府庁に就職した。1969
年に高浜町役場に転職後，1970 年に民生課長，1971 年に総括課長，そして 1974 年に企画
課長に就任した。当時，高浜町の H 町長（2005 年死去）は，高浜原発 3・4 号機の誘致活
動を進めており，企画課長は関西電力との折衝窓口であった。M 氏は 1975 年に収入役に
就任し，さらに 1977 年から 87 年まで助役を務めたが，引き続き原発対応に従事していた。
　その活動状況については，「M 氏は，高浜町議会議員，地元住民や漁業協同組合に対す
る根回し，県知事に対する陳情を含む福井県との折衝等を行い，その経過を関西電力の担
当者らに逐次報告し，高浜発電所 3 号機及び 4 号機の立地に向けた協議を行っていた。（中
略）関西電力担当者らは，自らも福井県知事や県職員，地元関係者らと面談を行い，高浜
発電所 3 号機及び 4 号機の増設に向けた申入れや協議を行っていたが，地元対策経緯資料
（1） 本稿の事実関係については，関西電力の調査委員会が 2018 年 9 月に発表した報告書（以下，「調査報告書」）
及び第三者委員会が 2020 年 3 月に発表した報告書（以下，「第三者委員会報告書」）に主に依拠している。
〔論　説〕
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より，これらは多くの場合，H 氏や M 氏の根回しを前提にしており，各関係者と最も密
接に折衝を行っていたのは，H 氏及び M 氏であったことが確認できる。中でも，H 氏及



















































多数の幹部が出席していた。記録が残っている 2009 ～ 2017 年の間だけでも，これらの行
















（6） この件について部落解放同盟中央本部は，「（1970 年に）M 氏は県連書記長（同時に高浜支部書記長）に就任。
2 年間書記長の要職に就いている。しかし，その言動が高浜町への厳しい指摘であったり，福井県に対する
過度な指摘等が問題とされ，2 年で書記長職を解任されており，（中略）それ以後は，解放同盟福井県連や高
浜町支部の運営等において関与することはなく，もっぱら高浜町の助役として原発の 3 号機・4 号機の誘致
と増設に奔走したと思われる」としている（「福井県高浜町元助役から関西電力幹部への金品受領問題に関
する部落解放同盟中央本部のコメント」（2019 年 10 月 7 日））。
（7） M 氏は，1971～2018 年に福井県客員人権研究員，2009～2018 年に同人権施策推進審議会委員に就任している。
（8） 関西電力子会社の関電プラントは，助役退職後の 1987 年から 2018 年まで M 氏と顧問契約を結び，年額 200

























































　（2012 年 4 月 22 日のメール）
　「最近，（M 氏から）再三にわたり吉田開発に工事を持って来いとの要求。上期にカン
ソウ（関西電力子会社）経由で 4000 万円の A 工事を約束したが，それでは物足りない ?
様子。明後日会う時には，更に 6000 万円程度（事業本部に予算を交渉中）の B 工事を出
す予定。これで今年は計約 1 億円」
　（2012 年 4 月 25 日のメール）





　（平成 16 年度分）「（若狭支社（13）幹部の報告によれば，M 氏との会談で）16 年度 34.5（単
位は億円，以下も同じ）で手打ち」














　（平成 19 年度分）「（執行役員からの電話によれば，）M 氏との打ち合わせ結果，H18 年
度と同様に 35.5 と決定した。18 日までに M 氏宅に 35.5 の内訳を発送するとのこと」
　（平成 20 年度分）「（副事業本部長との打ち合わせによれば，）10/6 に相談役（M 氏）と
敦賀自宅で会談。本年並（35.5）ということでお願いした。11/30 に Y（柳田産業）事務所
にて 35.5 の 1 枚ものを渡す予定」














　関西電力（子会社を含む）から吉田開発への直接発注の総額は，2012 年度の約 1.5 億円
から 2017 年度には約 3.4 億円に増加した。この 6 年間の総計は約 11.6 億円で，そのうち
特命発注の比率は 77% であった。その一方で，信用調査機関によれば，吉田開発の売上は，
2013 年 8 月期に約 3.5 億円，2018 年 8 月期に約 21.8 億円であり，6 年間の総計が約 74 億
円に達している。したがって，直接発注よりも元請業者を通じた間接発注の方がはるかに
大きかったことになる。
　先ず直接発注としては，2014 年 9 月から 2017 年 12 月にかけて吉田開発が受注した工







































　関西電力からオーイングへの直接発注額は，2012 年度の約 22 億円から年々増加し，























　調査委員会は，八木会長・岩根社長など 20 人が M 氏や特別関係企業から約 3 億 2 千万
円の金品を受領していたと報告した。その後の追加調査で 3 人，そして第三者委員会が対
象範囲を広げて調査すると，さらに 52 人の受領者が判明し，関西電力及びその子会社（2
社）の計 75 人が総額約 3 億 6 千万円の金品を受領していたことが明らかになった。
　問題の金品提供は，M 氏が高浜町助役を退職した 1987 年から始まった模様である（17）。
当初は，福井県内の各原発及びそれらを統括管理する福井原子力事務所（後に若狭支所に
改称）の幹部が主な提供先で，1 回の金額も 5～20 万円程度であった。2005 年に原子力事
業本部が若狭支社と統合されて福井県美浜町に移転すると，同事業本部の幹部も提供先に
加わり，1 回の金額も 20～50 万円程度に増えた。そして，2011 年に福島原発事故が発生




　調査報告書で判明した 20 人が受領した金品の内訳は，現金 1 億 4,501 万円，商品券 6,322
万円，米ドル 155 千ドル（1,705 万円相当），金貨 365 枚（4,949 万円相当），小判型金貨 3
枚（24 万円相当），金杯 8 セット（354 万円相当），金 500g 地金 1 枚（240 万円相当），スー
ツ券 75 着分（3,750 万円相当）となっている。個人別には，合計額 100 万円以下が 8 人，
100～500 万円が 5 人，500～1000 万円が 4 人，1000 万円以上が 3 人であった。ちなみに，
八木会長の受領額は 859 万円，岩根社長は 150 万円である（18）。
　個人別では，原子力事業本部の幹部の受領額が突出している。事業本部長（代表取締役
副社長）の X1 氏は 1 億 1,057 万円，事業本部長代理（常務執行役員）の X2 氏は 4,060 万




2 回くらい M 氏と面接した際に金品の提供を受けていた（朝日新聞 2019 年 9 月 29 日朝刊）。また，岩根社
長の金品受領は 1 回だけであった。
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電部門統括・執行役員）の X4 氏は 720 万円であり，4 人の総額は 2 億 8,204 万円（全体
の 88.6%）に達した。年度別の受領額は 2013 年に 1,101 万円（この年だけ X4 氏除く），
2014 年に 3,400 万円，2015 年に 5,126 万円，2016 年に 4,763 万円，2017 年に 1 億 160 万
円となっており，金額が急激に増加している（19）。







の際に御礼などの形で返却していた。実際にも，2017 年末までに計 1 億 2,450 万円の金品
















































は，2018 年度に原子力発電の比率が 29% に回復していた。同社では，高浜原発 1～4 号機，
大飯原発 3・4 号機，美浜原発 3 号機の計 7 基の原発を運営しているが，2019 年 12 月時










金額的には大半が 1 万円以下（最高でも 20 万円）にとどまり，関西電力のケースとは大きく異なる。県庁
では一般競争入札への切り替えが進み，特別関係企業への発注を操作できなくなったためと考えられる。ち
なみに，福井県庁から吉田開発への発注額は，2000 年頃には年間 7～8 億円に達していたが，その後は急減
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陥ると，「高浜原発 3，4 号機の場合だと年間 1,080 億円，大飯原発 3，4 号機は年間 1,440


























（25）週刊ダイヤモンド 2019 年 11 月 09 日号 92 頁。
（26）関西電力 OB は，「原発を動かすためなら，何をやってもよいという雰囲気が社内にあった」（週刊ダイヤモ







なかった」（調査報告書 6 頁）とされる。このように「個々人ベース」で M 氏に対応して
いたため，不安感や恐怖心など個人としての弱さが露呈し，毅然とした対応を取ることが
できなかった。



















































技術者である。X1 氏（1978 年入社）は，2003 年に副事業本部長，2009 年に事業本部長
代理，そして 2010 年に事業本部長に就任した。X2 氏（1979 年入社）は，高浜発電所長
を経て 2009 年に副事業本部長となり，2013 年に事業本部長代理に就任した。X3 氏（1984
年入社）は，大飯発電所長を経て 2013 年に副事業本部長（技術統括）に就任した。X4 氏




















































この強烈な違和感はのちに X1 元副社長が元助役から 1 億円を超える金品を受け取っていたこと，さらに業
績不振でカットされた役員報酬の一部が退任後にひそかに補填されていた事実を知って合点がいきました。
X1 氏こそ，原発事業のトップにとどまらず，会社本体にも影響力を行使する存在，いわゆる「ドン」だっ










2018 年 1 月 30 日のことである。2 月 5 日に X3 氏が顧問税理士に相談したところ，問題
の金品を返却すべしとの助言を受けたため，同月中に八木会長・岩根社長・X1～X4 氏が
受領していた金品を M 氏に返却した。






を委員長とする調査委員会を 6 月 22 日に設置し，事件の調査・原因分析と再発防止対策










　10 月 1 日，事務局担当者が常任監査役の八嶋氏に本事件について報告した。八嶋氏は，
岩根社長に監査役への報告が遅いと指摘するとともに，詳細情報の提供を要請した。その
後，八嶋氏は他の常任監査役と一緒に資料確認や事務局へのヒアリングを進めた。
　10 月 30 日に事務局が弁護士に相談したところ，本事件について取締役会に報告するこ
とが望ましく，少なくとも社外取締役を含む全取締役に説明することが必要との助言を受
けた。しかし 11 月 7 日に事務局がヒアリングを受けた際，常任監査役から，「本件問題に
ついて取締役会に報告する法的義務及び社外取締役に報告する法的義務があるとまではい
えないという示唆を受けた」（第三者委員会報告書 169 頁）とされる。




　常任監査役は，10 月 24 日から 4 人の社外監査役と個別に面談し，本事件について説明










　2018 年 9 月 25 日，本事件に関する社内処分が下された。八木会長及び X1 氏は報酬月
額の 2 割を 2 か月返上，岩根社長は同 2 割を 1 か月返上，X2 氏・X3 氏・X4 氏は厳重注
意という内容であった。
　2019 年 6 月の人事異動では，前述のとおり X1 氏が退職して常勤嘱託（エグゼクティブ
フェロー）となり，X2 氏が原子力事業本部長（代表取締役副社長），X3 氏が同事業本部
長代理（常務執行役員）にそれぞれ昇任する玉突き人事が行われた。X4 氏は原子力事業
から外れたものの，水力事業本部長（常務執行役員）に昇格している。X1 氏は 2010 年か
ら事業本部長に在任し，その退職はかねてから予定されていたことであり，その他の人事
にも社内処分による悪影響は特段認められない。
　しかも，X1 氏に対する常勤嘱託の報酬は月額 490 万円に達している。その内訳は，前
職（代表取締役副社長）と同等の基本報酬（月額 370 万円）に加えて，①本事件に関連し

















（34） 2016 年 7 月以降，森氏を含む 18 人（いずれも常務執行役員以上）が，すでに総額約 2 億 6 千万円を受け取っ
ていたとされる。
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である。
　その後，2019 年 9 月 26 日に共同通信が配信したことで本事件が公にされた。翌 27 日
に岩根社長が記者会見を行ったが，受領者の氏名や受領金額等の情報公開に消極的な姿勢
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ライン」（2014 年 6 月 30 日）（44）は，社外役員に最長在任期間を設定することを求めている。
在任期間が長くなるとマンネリ化が避けられない上に，執行側との人間関係が濃くなって，
緊張関係が失われてしまうためである。土肥氏も 2003 年から社外監査役に就任しており，




























おり，多忙であったことも障害となった可能性がある。ちなみに，LIXIL の CEO 解任事件でも，企業統治
が機能しなかった理由の一つとして，社外取締役の K 氏が，マスメディアのコメンテーターとして活躍する





















　原因 F　M 氏が関西電力の弱みを握っていたこと（原因 G の背景）
　原因 G　関係者の自己正当化（原因 A・B・H の背景）
　原因 H　M 氏への迎合のエスカレートとその慣行化（原因 A・F・G の背景）
　原因I　特別関係企業への発注と共犯関係の構築を意図した M 氏の強要（原因 A の背景）
　原因 J　業務の特殊性による原子力事業本部の閉鎖的人事（原因 B の背景）
　原因 K　ローカルトップ企業ゆえの客観的視点の欠如（原因 B の背景）
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